
国内事業

店舗
法人営業拠点
※ 数値は2019年3月末時点

● イオン銀行 55店舗
● イオン銀行法人営業部 1店舗 
● イオンのほけん相談 35店舗 
● ATM 2,433台（拠点2,139カ所）  

関 東

● イオン銀行 6店舗
● イオン銀行法人営業部 1店舗 
● イオンのほけん相談 2店舗 
● ATM 179台（拠点155カ所）  

北海道

● イオン銀行 7店舗
●  イオンのほけん相談 10店舗 
●  ATM 512台（拠点472カ所）  

東北

● イオン銀行 7店舗
● イオンのほけん相談 7店舗 
● ATM 471台（拠点410カ所）  

中国・四国
● イオン銀行 32店舗
● イオン銀行法人営業部 1店舗 
● イオンのほけん相談 21店舗 
● ATM 1,250台（拠点1,034カ所）  

中 部

● イオン銀行 22店舗
● イオン銀行法人営業部 1店舗 
● イオンのほけん相談 26店舗 
● ATM 828台（拠点666カ所）  

関 西

● イオン銀行 11店舗
● イオン銀行法人営業部 1店舗 
● イオンのほけん相談 14店舗 
● ATM 520台（拠点461カ所）  

九州・沖縄

国内主要サービス

イオン銀行のネットワーク

クレジットカードショッピング

年間取扱高 

約 5兆3,500  億円

個品割賦

年間取扱高 

約 2,400  億円

クレジットカードキャッシング

年間取扱高 

約 4,000  億円

イオン銀行住宅ローン

期末残高（流動化を含む） 

約 1兆8,000  億円

電子マネー

年間取扱高 

約 1兆8,800  億円

イオン銀行預金

期末残高 

約 3兆4,800  億円

ATM台数

全国 6,193 台

店舗数

全国 140 店舗

ライフステージ・ライフスタイルに応じた
金融商品・サービスの提供を通じ、お客さまの日々の暮らしを
もっと豊かにすることを目指しています。

提供価値
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事業概要

　当社は国内において、個人向けサービス中心の「リテール」

と法人向けサービス中心の「ソリューション」の2つのセグメン

トで事業を行っています。「リテール」セグメントでは、イオング

ループの営業ネットワークを活かし、イオンカードを中心に国

内2,840万人の会員基盤を築いてきました。また、銀行店舗

や保険代理店はイオンのショッピングセンターを中心に展開

し、お仕事帰りやお買い物のついでにお立ち寄りいただいてい

ます。「ソリューション」セグメントでは、個品割賦やリース等の

各種金融サービスはもとより、決済インフラの提供や販促企

画の提案等、加盟店さまのビジネスをサポートしています。

2018年度の取り組み

　当社は、決済サービス分野への異業種参入や大手企業間

の業務提携による新たな事業分野の拡大等の外部環境の変

化に対応し、長期的かつ持続的な成長を遂げていくため、シー

ムレスな決済機能やお客さまのニーズに沿った金融商品・サー

ビスの拡充に取り組んできました。2018年度においても、クレ

ジットカードを中心に会員数の拡大を図るとともに、お客さま

との接点となる各チャネルのデジタル化を通じて、サービス体

制の改革を進めました。

新規カードの発行
　当社は、イオンカードならびに提携カードの会員数の拡大を、

持続的な成長を実現する重要な基盤の一つと位置づけていま

す。2018年度は、若年層や男性顧客を中心とした新規顧客の獲

得を目的に、新たに「イオンカード（SKE48）」や「イオンカードセ

レクト（ミニオンズ）」を発行しました。また、25歳以下の若年層を

ターゲットに「欅坂46」を起用し、新生活を応援するキャンペーン

等を実施しました。さらに、外部企業との取り組みとして、西日本

高速道路との提携カード「イオンNEXCO西日本カード」を発行

し、全国各地の交通系提携カードの商品ラインナップを強化し、

収益基盤の拡大に努めました。

デジタル化の推進
　2018年度も引き続き、デジタル化の取り組みを推進しまし

た。クレジットカードの磁気不良をイオン銀行ATMにて復元す

るサービスの導入や、24時間365日受付可能なAI自動チャッ

トサービスを導入したことで、お客さまの利便性向上に努める

とともに、店頭やコールセンターにおける業務の効率化につな

がっています。また、イオン銀行ATMにスマートフォンをかざす

だけで一部のお取引が可能なスマートフォンアプリ「スマッと

ATM」や、資産管理が可能な家計簿アプリ「カケイブ」の提供

等、スマートフォンアプリを通じたお客さまの利便性向上に努

めました。さらに、生体認証技術を活用した手のひら認証によ

るカードレス決済の実証実験等に取り組んでいます。

資産形成サービスの提案強化
　銀行店舗では、2017年度に全店直営化以降、全店でお客さ

まの資産形成ニーズにお応えすべく、従業員の販売スキル向上に

向けた教育を継続する一方、iDeCo、つみたてNISAに加えて外

貨預金の新規取扱等、運用商品の品揃えを拡充しました。また、

投資信託申込手続きをペーパーレス化し、お客さまの手続き上の

負担軽減を図りました。さらに、お客さまの利用状況に応じて普

通預金金利の上乗せや振込手数料の優遇が受けられるポイント

プログラム「イオン銀行Myステージ」を開始し、生活口座としての

浸透および複合取引の推進につなげています。リアルチャネルの

持つ強みと、デジタルの利便性を融合させ、お客さま一人ひとり

に合った金融サービスを提案しています。

イオンカードセレクト（ミニオンズ）
™ & © Universal Studios

イオンフィナンシャルサービス  統合報告書 2019 27



今後の取り組み

「イオンウォレット」の機能拡充
　クレジットカードのスマートフォンアプリ「イオンウォレット」は、

クーポンの配信やキャンペーン情報の配信およびカードご利用明

細の確認にご利用いただいています。2019年5月より、お客さま

がカード申込み後、最短5分で審査が完了し、インターネット等の

非対面決済の他、全国のiD加盟店でお買い物が即時可能となる

入会申込み機能を追加しました。今後さらに、決済機能を追加す

る等、さらなる機能の拡充を計画しています。この機能拡充により、

これまで月に１回請求書に同封していたご案内に変わり、お客さま

のニーズに沿って、タイムリーにアプリにて商品・サービスの情報を

提供します。加えて、請求書のペーパーレス化を推進し、環境負

荷の低減および郵送コスト等の削減につなげていきます。

イオンカードの機能や関連取引がアプリで利用可能に

イオンウォレット アプリへ入会申込み機能や決済機能を追加（予定）

請求明細書の
WEBへの移行

One to One マーケティング

全カード会員へ適用（2019年11月引き落し分より開始予定）

イオングループ従業員へ適用（2019年3月引き落し分より実施済み）

クロスユースの促進

タイムリーな利用状況確認

郵送コストの削減

CO２排出量の削減

会員募集コストの削減

キャッシュレス化に向けた取り組みTOPICS

　経済産業省は、2018年4月に「キャッシュレス・ビジョン」を公表し、キャッシュレス決済比率の目標を2年前倒しし、

2025年に40％とすることを掲げました。さらに、業界横断的で産官学が連携した「キャッシュレス推進協議会」が設立され、

より一層キャッシュレス化が推進されています。

　イオングループでは、早くからクレジットカード、電子マネー「ＷＡＯＮ」のサービスを開始するなど、金融と小売が連携し

たさまざまな決済インフラをお客さまにご提供し、キャッシュレスを推進しています。

決済サービスの導入

※1 （株）ＮＴＴドコモの登録商標であるスマホやカードをかざして支払う電子マネー
※2 （株）ＮＴＴドコモの登録商標である携帯電話をかざして支払う電子マネー
※3 対応マークがあるレジにあるリーダーにタッチするだけで、原則サインも暗証番号も不要で支払い完了する決済

2006年 2019年

イオンカードおよび提携カード
で「iD※1」が利用できるサービス
を開始。

イオンⅰＤモ
バ
イ
ル
対
応

おサイフケータイ※2対応端末で
電子マネー「WAON」が利用で
きるサービスを開始。

モバイルＷＡＯＮ Ａｐｐｌｅ Ｐay Google PayTM

イオンカード
（ＷＡＯＮ一体型）発行

ＶＩＳＡの「タッチ決済」※3
機能搭載カード発行

イオン銀行キャッシュ
＋デビットカード発行

おサイフケータイ端末ではない
iPhoneで利用可能な支払い
サービスにイオンカードが対応
開始。
＊ Apple PayはApple Inc.の商標です。

Googleが提供する支払いサー
ビスで、アプリ上で「モバイル
WAON」をその場で発行できる
ほか、クレジットカードから電子
マネー「WAON」へのチャージ
が可能に。
＊ Google PayはGoogle LLCの商標です。
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市場環境　 各国のGDP推移（2005～2018年は実績、2019～2022年は予測）

事業展開国と各国の事業内容

国際事業
テクノロジーの活用により、アジア地域のお客さまにとって
利用しやすく、最適な金融サービスを創出し、
日々の暮らしをもっと豊かにすることを目指しています。

提供価値

※ 2005年のGDPを100として数値化しています。　　※ 出所‥IMF

中国　　　インド　　　インドネシア　　　タイ　　　フィリピン　　　マレーシア　　　ベトナム　　　ミャンマー　　　カンボジア　　　ラオス

1,100

900

500

700

300

100
2005 2006 2007 2008 20222009 2010 20122011 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 （年）

中華圏 メコン圏 マレー圏

香港 中国 タイ
カンボ
ジア ベトナム

ミャン
マー ラオス

マレー
シア

インド
ネシア インド

フィリ
ピン

クレジットカード ● ● ● ● ●

パーソナルローン ● ● ● ● ● ● ● ●

個品割賦 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

電子マネー（プリペイド） ● ● ●

保険代理 ● ● ● ●

サービサー（外部提携） ● ●
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事業概要

　当社は、日本で構築したビジネスモデルと蓄積したノウハウ

を活かし、初の海外拠点として香港に拠点を開設して以来、

アジア地域において着実に事業を拡大してきました。イオン

グループの小売事業と連携し、生活必需品を購入するための

分割払い事業、パーソナルローン、さらにクレジットカード事業

等を組み合わせ、当社上場子会社の拠点がある中華圏、メコ

ン圏、マレー圏の3つの地域で、各国の経済状況と成長ステー

ジに合わせた戦略および事業を推進しています。2018年度は、

海外上場3社がいずれも増収増益を達成し、経常利益は初め

て国際事業合計が５割を超える等、順調に伸長しています。

中華圏（香港、中国）

　中華圏では、香港で1990年に現地法人を設立し、1995年

に香港証券取引所に上場しました。1980年代からイオンの小

売店舗が先行して進出していた香港において、当社はこれら店

舗と連携したカード利用促進企画を積極的に展開してきまし

た。2018年度は、中・高所得者層を対象とした「AEON 

CARD Premium」を発行し、年間のご利用額が一定以上の

既存会員に対する特典拡充と新規顧客の獲得に努めました。

また、若年層を照準とした現地航空会社とのポイント交換プログ

ラムの強化や、日本のア

ニメキャラクターとコラ

ボレーションした「ONE 

PIECE Mastercard」

の会員募集等に継続的

に取り組んでいます。

メコン圏（タイ、カンボジア、ベトナム、ミャンマー、ラオス）

　メコン圏では、タイで1992年に現地法人を設立し、2001

年にはタイ証券取引所に上場しました。以来、タイ国内におけ

るブランド力を強化し、順調に成長を遂げています。2018年

度は、タイにおける日本旅行に対する高い需要に対応し、日本

のイオン店舗での特典を柱とした「AEON J-Premier 

Platinum JCB Card」を発行し、さらなるグループシナジーの

創出を図りました。また、目的ローン、パーソナルローンについ

て、メンバーカード発行時に個別会員ごとに総合与信枠を付与

する「イオンハッピーペイ」プログラムを導入し、リピーター会

員に対する審査の迅速性を高め、取扱高の拡大と、ペーパーレ

ス化による生産性の改善につながりました。さらに、カンボジ

アではスマートフォンを活用した自社プリペイド口座を通じた

QR決済を導入したほか、ミャンマーにおいてはスマートフォン

上のサービスアプリを

通じたプッシュ通知に

よる販促告知を開始す

る等、各国においてデ

ジタル化の取り組みを

推進しました。

マレー圏（マレーシア、インドネシア、インド、フィリピン）

　マレー圏では、マレーシアで1996年に現地法人を設立し、

2007年にマレーシア証券取引所に上場しました。以来、イオ

ングループ店舗での会員募集や提携先との共同企画に取り組

み、カード会員数および取扱高の拡大に努めてきました。

2018年度は、電子マネーとポイントカードの両機能を搭載し

た「イオンメンバーズプラスカード」を発行し、QRコード決済

機能を搭載したスマートフォンアプリと連携することで、お客さ

まの利便性向上ならびにキャッシュレスの推進を図りました。

さらに、インドでは即時審査アプリ「AEON FAST」について

継続して利用者が拡大し、取扱高の拡大につながりました。ま

た、申込み受付の拠点としてムンバイ最大級のショッピング

モールに店舗を開設す

る等、営業基盤の拡充

およびブランド力の強

化を図りました。
AEON CARD Premium

AEON J-Premier Platinum JCB Card

クレジットカード、
オートローン

マイクロファイナンス

パーソナルローン・個品割賦

高所得者層

中所得者層

低所得者層

所得 主な提供サービス

所得者層別の主な提供サービス

電子マネー
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申込み
内容確認

ＡＩ基盤を活用した審査・債権管理効率化の取り組み例

　当社では、IT技術を活用し、審査
効率を図っています。これまでの一
般的な申込みフローに、AIや顔認
証、ソーシャルネットワークの情報
等を組み合わせることで、スピー
ディー、かつ精度の高い審査フロー
を構築していきます。また、購買デー
タから類推されるライフスタイルと
当社が保有するクレジットヒスト
リーを合わせることで、顧客評価モ
デル構築の研究を進めています。ま
た、将来的には、当社データに外部
データをつなげた新たなサービスの
創出も検討しています。

TOPICS

申込み 外部信用
情報照会

AI機械
学習
ツール

SNS
情報顔認証

一般的な
申込み

書類申請

本人証明

収入証明
BANK

審査フロー

スピード化・精度向上

審査
スコア
リング

台湾

天津

瀋陽

深圳

香港

フィリピン

ラオス

ベトナム

マレーシア

タイミャンマー

中国

カンボジア

インド

インドネシア

日本

上場会社 現地法人

「AEON Wallet」によるQRコード決済

「AEON FAST」による即時審査受付

「AEON FAST」による即時審査受付

「AEON MEMBER」による販促告知

デジタル化の取り組み

　海外においては、各国でデジタル化の取り組みを推進し、スマー

トフォン等モバイル端末を軸にした顧客IDの拡大を図っています。

今後は、プリペイドやクレジットカード等の決済サービス、個品割

賦やパーソナルローン、保険等の金融商品等、多様な商品・サー

ビスをモバイルアプリで提供することにより、金融と小売のデータ

ベースを蓄積し、より精微なマーケティングにつなげ、お客さまの

ニーズに寄り沿った提案をしていきます。
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